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て第 2 章、【課題 2】への対応として第 3 章、第 4章、【課題 3】への対応として第 5章、第
6 章、【課題 4】への対応として第 7 章、第 8 章において、それぞれ実証分析に基づく知見
を明らかにすることとした。 
 
まず第Ⅰ部(第 2 章～第 4 章)では、教育投資をした本人にもたらされる私的な経済的効
果について多面的な分析を進めた。 
第 2 章では、近年の女子高等教育投資の経済的効果の変動を明らかにするため、1975 年









また、私的収益率の時系列分析からは、以下の 4 点が明らかになった。 
① 島（2009）によって明らかにされた 1990 年代以降の女子の大学私的収益率の上昇は、
2000 年代半ばまで続いたもののその後減少傾向に転じ 2014 年においては 8.5％となる。
しかし、それでも大卒女子の私的収益率は高い水準にあり続けている。 




























































































合、それぞれ約 1,300 万円、約 750 万円、約 400 万円となること、「就労継続型(正社員)」
と「結婚・出産退職型(30 歳まで正社員→専業主婦)の比較において、大卒者 1 名が後者
のライフサイクルを選択することによる税収減は、同様に割引率 0％、2％、4％の場合、
それぞれ約 2,000 万円、約 1,100 万円、約 600 万円に上ることが確認された。 
  
実証分析の最後となる第Ⅲ部(第 7 章、第 8 章)においては、「教育を受ける年数は研究者
には観察されない生得的能力等の影響を受けている（「教育年数」の持つ内生性）」という仮
定のもとで、「個人の生得的能力等を考慮してもなお教育の経済的効果・社会的効果は存在
するのか否か」について検証した。    

























第 8 章においては、第 7 章同様に『教育の経済的・社会的効果推計に関する調査 2020』











































①  教育の経済的効果計測にかかる方法論の提起 
  これまで教育経済学において行われてきた内部収益率法による私的収益率の計測は、
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